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区域施策編の構成例

 区域施策編とは、区域の温室効果ガスの排出の抑制等を⾏うための施策に関する計画です。
 地球温暖化対策推進法において、都道府県、指定都市、中核都市及び施⾏時特例市は、区域施策編

の策定が義務付けられており、その他の地⽅公共団体についても、区域施策編を策定するよう努めることが
求められています。

 地球温暖化対策推進法に基づき、区域の⾃然的、社会的条件に応じて策定をすることとされています。

⾻格の例 構成要素の例

① 区域施策編策定の基本的事項・
背景・意義

• 区域施策編策定の背景・意義
• 区域の特徴（⾃然的社会的条件及び各主体の特徴等）
• 計画期間
• 推進体制

② 温室効果ガス排出量の推計・要因
分析 • 区域の温室効果ガス排出状況

③ 計画全体の⽬標 • 2050年の排出量削減⽬標
• 再エネ導⼊量などの施策に応じて設定する⽬標

④ 温室効果ガス排出抑制等に関す
る対策・施策

• 区域の各主体に期待される対策
• 地⽅公共団体が実施する施策

⑤ 区域施策編の実施及び進捗管理 • 区域施策編の実施及び進捗管理

地⽅公共団体実⾏計画 区域施策編の概要



地⽅公共団体実⾏計画策定・実施⽀援サイト
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 地⽅公共団体実⾏計画策定・実施⽀援サイトにおいて、区域施策編の策定に資する、各種マニュアル・
ツールをダウンロードできます。https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/manual.html#tabBody_03



各種ツールの概要

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（本編）

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（事例集）

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（算定⼿法編）

策定・運⽤時に必要な算定⽅法

事例

地球温暖化対策計画書制度等
導⼊ガイドライン

2019年度 パワーポイント版事例集・
コベネフィット事例集等公開予定

ツ
␗
ル
類

STEP１

STEP2

STEP3

温室効果ガス排出量の現況推計に活⽤可能なツール類

温室効果ガス排出量の削減⽬標値の設定に活⽤可能なツール類

対策・施策の⽴案に活⽤可能なツール類

○現況推計データ・ツール: 【データ】部⾨別CO2排出量の現況推計（平成31年3⽉）
【データ】運輸部⾨（⾃動⾞）CO2排出量推計データ（平成31年3⽉）
【ツール】積上法による排出量算定⽀援ツール（平成27年3⽉）

○現況推計の分析データ・独⾃⼿法事例:【データ】⾃治体排出量カルテ（平成31年3⽉）
【参考】⾃治体排出量カルテ解説資料

【ツール】「区域施策編」⽬標設定・進捗管理⽀援ツール（平成28年３⽉）

【技術】技術動向及び環境省技術実証事業成果のまとめ(平成27年3⽉)
【事例】地⽅⾃治体の地域エネルギー政策推進に向けた取組状況について(報告)(平成27年3⽉)
【事例】過去の調査結果等
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マ
ニ
⑃
ア
ル
類

2019年度
公開予定

2019年度
公開予定



各種ツールの概要

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（本編）

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（事例集）

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（算定⼿法編）

策定・運⽤時に必要な算定⽅法

事例

地球温暖化対策計画書制度等
導⼊ガイドライン

ツ
␗
ル
類

STEP１

STEP2

STEP3

温室効果ガス排出量の現況推計に活⽤可能なツール類

温室効果ガス排出量の削減⽬標値の設定に活⽤可能なツール類

対策・施策の⽴案に活⽤可能なツール類

○現況推計データ・ツール: 【データ】部⾨別CO2排出量の現況推計（平成31年3⽉）
【データ】運輸部⾨（⾃動⾞）CO2排出量推計データ（平成31年3⽉）
【ツール】積上法による排出量算定⽀援ツール（平成27年3⽉）

○現況推計の分析データ・独⾃⼿法事例:【データ】⾃治体排出量カルテ（平成31年3⽉）
【参考】⾃治体排出量カルテ解説資料

【ツール】「区域施策編」⽬標設定・進捗管理⽀援ツール（平成28年３⽉）

【技術】技術動向及び環境省技術実証事業成果のまとめ(平成27年3⽉)
【事例】地⽅⾃治体の地域エネルギー政策推進に向けた取組状況について(報告)(平成27年3⽉)
【事例】過去の調査結果等
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区域施策編 地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（全体の構成）
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地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定・実施マニュアルの構成

マニュアル類

 地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定・実施マニュアルには、「本編」、「算定⼿法編」、「事例集」
の3 つがあります。

名称 内容
本編 区域施策編の標準構成案に沿って、基本的な考え⽅や計画策定・実

施の⽅法・⼿順について解説。
算定⼿法編 区域の温室効果ガス排出量の推計⼿法や削減⽬標設定、対策・施策

の削減効果について解説。
事例集 地⽅公共団体の以下の取組事例を紹介。

・区域施策編の策定プロセスの事例
・区域施策編の進捗管理プロセスの事例
・条例の事例
・対策・施策の事例



区域施策編 地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（本編）
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項⽬ 説明
本マニュアルの意義 区域施策編を策定・実施する際の重要な要素を網羅的に解説
課題解決の例 PDCAに沿った区域施策編の策定・実施のステップが分かる

策定・実施マニュアル（本編）に掲載されている内容

マニュアル類

PDCAに沿った
区域施策編の
策定・実施
⼿順が詳しく
解説されて
います。
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地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定⼿法編）
マニュアル類

項⽬ 説明
本マニュアルの意義 区域の温室効果ガス排出量の推計や将来推計、削減⽬標の設定等に

係る⽅法論を解説
課題解決の例 温室効果ガスの排出量を要因に分解した上で、それぞれの要因に影響す

る事項は何かを明らかにし、対策・施策の⽴案につなげることができる

・業種別業務
床面積

・電源構成
・燃料の炭素排出係数
・再生可能エネルギーの導入量

・使用する燃料種
・燃料の炭素排出係数

・OA機器等の保有台数・種類数
・電気機器の効率
・省エネ・節電への取組

吹出しの内容：各要因に
影響する事項の一例

・夏季・冬季の気温

CO２排出量

変化

CO２排出量

原単位要因

CO２排出原単位要因（電
力）

CO２排出原単位要因（そ
の他燃料）

エネルギー消費量要因

エネルギー消費量

原単位要因
業務床面積要因

気候要因
エネルギー消費量原単
位要因（気候以外）

業務その他部門の排出要因分析の例
要因
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項⽬ 説明
本マニュアルの意義 区域施策編の策定・実施の際に参考となる事例を掲載。
課題解決の例 新たな施策検討や課題解決の際に参考となる先進事例を参照することが

できる

本事例集における対策、施策の定義は以下のとおりであるが、事例の内容においてはその地⽅公共団体の定義
によることもある。
対策：各主体（事業者や住⺠等）による温室効果ガス排出抑制等のための⾏動（省エネ機器の導⼊等）
施策：地⽅公共団体が、各主体の⾏動を促進・誘導し、⼜は確実なものとするために講じる措置（制度、税制、

補助⾦等）

区域施策編
の策定・進捗
管理プロセス

条例

対策・施策 区域の地球温暖化対策を推進するための
地⽅公共団体による対策・施策の事例

地球温暖化対策の推進に関する条例の
事例

区域施策編の策定プロセス及び進捗管理
プロセスの事例

事例集に掲載されている事例の分類 事例集スライド資料のイメージ

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（事例集）・
事例集スライド資料 ＜2019年度公開予定＞

マニュアル類
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項⽬ 説明
本マニュアルの意義 2017年度（平成29年度）に公表された事例集（Ver.1.0）で紹介

されていない事例を集めた追補版。
課題解決の例 他分野の施策が地球温暖化対策のベネフィットとなる事例を参照できる。

コベネフィット
取組策定

他分野対策・
施策

計画書制度 計画書制度の運⽤上で参考となる事例

国内外の「地球温暖化対策以外の分野の対
策・施策」の波及効果により地球温暖化対策

に便益が⽣じた事例

地球温暖化対策とコベネフィットの同時追求に
資する取組みの策定の事例

追補版事例集に掲載されている事例の分類 資料イメージ

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（事例集）
計画書制度・コベネフィット取組策定事例等の今年度追加分の紹介 ＜2019年度公開予定＞

マニュアル類
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１．はじめに

３．地球温暖化対策計画書制度の計画
ー制度の設計
ー条例の制定
ー運⽤体制の構築

４．地球温暖化対策計画書制度の運⽤

５．地球温暖化対策計画書制度の⾒直し・改正

２．地球温暖化対策計画書制度の必要性の検討

P

D
C A＆

本ガイドラインの構成とPDCAサイクルの対応

地球温暖化対策計画書制度等導⼊ガイドライン <2019年度公開予定＞
マニュアル類

項⽬ 説明
本ガイドラインの
意義

地球温暖化対策計画書制度の新規導⼊あるいは既存制度のステップ
アップの検討におけるノウハウを整理。

課題解決の例 計画書制度の導⼊に必要なプロセス（対象要件の設定・様式の⽤意・
ステークホルダーとの調整等）が分かる。



定義・効果・導⼊実績

11（出典）環境省（2015）「計画書制度による排出削減モデル⾃治体の⽀援について」、環境省「⾃治体の温暖化計画書制度」、各地⽅公共団体ウェブページ等より作成。

 地球温暖化対策計画書制度とは、域内の事業者に対して温室効果ガス排出量やその抑制⽅策等を盛り
込んだ計画書・報告書の策定と提出を求め、温室効果ガスの排出抑制への計画的な取組を促す制度です。

 名称や具体的な制度内容は各地⽅公共団体で異なりますが、30都道府県、13市･区で導⼊されていま
す。(2019年2⽉末時点)

都道府県 市・区
北海道 三重県 札幌市
岩⼿県 滋賀県 さいたま市
秋⽥県 京都府 横浜市
茨城県 ⼤阪府 川崎市
栃⽊県 兵庫県 相模原市
群⾺県 和歌⼭県 名古屋市
埼⽟県 ⿃取県 京都市
東京都 岡⼭県 広島市

神奈川県 広島県 川越市
⽯川県 徳島県 柏市
⼭梨県 ⾹川県 ⼾⽥市
⻑野県 ⻑崎県 ⽩⼭市
岐⾩県 熊本県 千代⽥区
静岡県 宮崎県
愛知県 ⿅児島県

地球温暖化対策計画書制度導⼊によって
期待される効果※

•事業者における排出削減の
PDCAサイクルの確⽴

•域内の⼤規模排出事業者(所)の
排出データの把握

•事業者と地⽅公共団体の間の
コミュニケーションツールとしての活⽤

•評価・表彰を通じた、事業者への
排出削減インセンティブの付与

•助⾔・指導を通じた、
事業者の排出削減活動の⽀援

地球温暖化対策計画書制度を導⼊している
地⽅公共団体

※具体的な制度内容によって、期待される効果は異なります。

地球温暖化対策計画書制度等導⼊ガイドラインの内容（例）<2019年度公開予定＞ 1/3
マニュアル類
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 計画書制度は、①事業者に計画書・報告書の提出を義務付け、公表を⾏なう段階から、②評価・公表・
表彰、助⾔・指導等を通じて、事業者へ働きかける段階、③排出量取引制度への発展等のステップアップ
の段階があるとされています。

計画書制度のステップアップの流れ

計画書・報告書
提出義務付け

公表

1

未導⼊ 評価・公表・表彰
助⾔・指導

2
更なる

ステップアップ

3

【期待される主な効果】
• 事業者における排出削減の
PDCAサイクルの確⽴

• 域内の⼤規模排出事業者
(所)の排出データの把握

【期待される主な効果】
• 事業者と地⽅公共団体の
間のコミュニケーションツールと
しての活⽤

• 評価・公表・表彰を通じた、
事業者の排出削減インセン
ティブの付与

• 助⾔・指導を通じた、事業
者の排出削減活動の⽀援

（事例）
• 排出量取引制度への発展
（東京都、埼⽟県）

• 中⼩規模事業者(所)を対
象とした類似の制度導⼊
（東京都）

• 電気の低炭素化の計画書
制度との連携（横浜市）

制度の流れ

地球温暖化対策計画書制度等導⼊ガイドラインの内容（例）<2019年度公開予定＞ 2/3
マニュアル類
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• 横浜市地球温暖化対策計画書制度において、温暖化対策に取り組んでいる事業者の温室効果ガス排出量（エネルギー転換事業者を除
く）は、基準年度（平成24年度）の427万t-CO2に対して、平成27年度は387万t-CO2となりました。

• 横浜市では、主要なエネルギー使⽤設備の更新、エネルギー管理による運転パターンの最適化、外気導⼊や室内温度の適正管理、冷凍機
やコンプレッサの運転管理の適正化などの取組の進捗が、温室効果ガスの削減に寄与したと考えています。

（出典）横浜市環境創造局環境管理課（2017）「事業者の⾃主的な取り組みにより温室効果ガス排出量を9.4％削減」

 地球温暖化対策計画書制度の導⼊により、対象事業者の温室効果ガス排出量の削減につなげている地
⽅公共団体があります。

＜横浜市制度の対象事業者の温室効果ガス排出量の推移(エネルギー転換事業者を除く)＞

横浜市地球温暖化対策計画書制度（事例）

事例紹介

地球温暖化対策計画書制度等導⼊ガイドラインの内容（例）<2019年度公開予定＞ 3/3
マニュアル類



各種ツールの概要

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（本編）

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（事例集）

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（算定⼿法編）

策定・運⽤時に必要な算定⽅法

事例

地球温暖化対策計画書制度等
導⼊ガイドライン

ツ
␗
ル
類

STEP１

STEP2

STEP3

温室効果ガス排出量の現況推計に活⽤可能なツール類

温室効果ガス排出量の削減⽬標値の設定に活⽤可能なツール類

対策・施策の⽴案に活⽤可能なツール類

○現況推計データ・ツール: 【データ】部⾨別CO2排出量の現況推計（平成31年3⽉）
【データ】運輸部⾨（⾃動⾞）CO2排出量推計データ（平成31年3⽉）
【ツール】積上法による排出量算定⽀援ツール（平成27年3⽉）

○現況推計の分析データ・独⾃⼿法事例:【データ】⾃治体排出量カルテ（平成31年3⽉）
【参考】⾃治体排出量カルテ解説資料

【ツール】「区域施策編」⽬標設定・進捗管理⽀援ツール（平成28年３⽉）

【技術】技術動向及び環境省技術実証事業成果のまとめ(平成27年3⽉)
【事例】地⽅⾃治体の地域エネルギー政策推進に向けた取組状況について(報告)(平成27年3⽉)
【事例】過去の調査結果等

14
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項⽬ 説明
本ツールの
意義

算定⼿法編で解説されている推計⼿法のうち、最も簡易な⼿法（炭素排出量按
分）による市町村別の推計結果を公開。

課題解決
の例

該当する推計⼿法を選択する地⽅公共団体にとって、改めて推計を⾏うことなく活
⽤することが可能。

ツールのイメージ

【データ】部⾨別CO2排出量の現況推計（平成31年3⽉）
ツール類 STEP1
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項⽬ 説明
本ツールの
意義

市町村別⾃動⾞交通CO2排出量の推計に必要な、道路交通センサス⾃動⾞起
終点調査（OD調査）データに基づく推計データを提供。

課題解決
の例

⾃動⾞のCO2排出への対策による削減効果の算定⽅法がわかる

ツールイメージ

【データ】運輸部⾨（⾃動⾞）CO2排出量推計データ（平成31年3⽉）
ツール類 STEP1
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項⽬ 説明
本ツールの
意義

積上法による排出量推計を検討している地⽅公共団体に対し、推計を⾏うための
ツールを提供。

課題解決
の例

積上法による排出量推計を実施し、地域のCO2排出量をより正確に把握すること
ができる

ツールイメージ

【ツール】積上法による排出量算定⽀援ツール（平成27年3⽉）
ツール類 STEP1



18区域施策編 策定・実施マニュアル 算定⼿法編 関連箇所：16ページ

⾃治体排出量カルテ（平成31年3⽉）
ツール類 STEP1

項⽬ 説明
本ツールの
意義

標準的⼿法による部⾨別CO2の現況推計結果を、市町村別の個別ファイルで可
視化

課題解決
の例

域内の排出量の現状が視覚的に把握できる（⼆次的な統計資料として参照・コ
ミュニケーションツールとして活⽤等）
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シート１ CO2排出量の現状把握
１ 地⽅公共団体の区域全体の排出量(標準的⼿法)
１）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化
２) 地⽅公共団体の区域全体の排出量部⾨・分野別構成⽐
２ 特定事業所の排出量
３) 特定事業所排出量の推移
４) 特定事業所の排出量部⾨別構成⽐
３ 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量
５) 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移
（産業部⾨）

６) 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移
（業務その他部⾨)

７) 特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移
（エネルギー転換部⾨）

８) 産業部⾨（製造業）中分類別１事業所当たりの排出量
９) 業務その他部⾨⼤分類別１事業所当たりの排出量
10) エネルギー転換部⾨細分類別１事業所当たりの排出量

シート2 他の地⽅公共団体⽐較
１ 部⾨・分野別排出量の⽐較（標準的⼿法）
１）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の⽐較
２）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）構成⽐の⽐較
２ 区域全体の排出量に占める特定事業所排出量⽐率の⽐較
３) 産業部⾨
４) 業務その他部⾨
３ 特定事業所排出量の⽐較
５) 特定事業所排出量の⽐較
６) 特定事業所数の⽐較
７) 特定事業所排出量の部⾨別構成⽐の⽐較

シート３ 再⽣可能エネルギー導⼊状況
１ 地⽅公共団体の再⽣可能エネルギー導⼊状況
１）区域の再⽣可能エネルギーの導⼊容量
２）区域の再⽣可能エネルギーの導⼊容量累積の経年変化
３）区域の太陽光発電(10kW未満)設備の導⼊容量累積の経年変化
２ 他の地⽅公共団体との再⽣可能エネルギーの導⼊容量の⽐較
４）他の地⽅公共団体との再⽣可能エネルギー別導⼊容量の⽐較
３ 他の地⽅公共団体との再⽣可能エネルギー普及率等の⽐較
５）他の地⽅公共団体との対消費電⼒FIT導⼊⽐の⽐較
６）他の地⽅公共団体との太陽光発電(10kW未満)

対世帯数FIT太陽光導⼊⽐の⽐較

※更なる詳細はカルテの説明資料（下記参照）をご覧ください。

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/karte/karte01.pdf

ツール類 STEP1

カルテからわかること(都道府県、指定都市、中核市、施⾏時特例市、特別区及び⼈⼝10万⼈以上の市町村向け)

⾃治体排出量カルテの活⽤⽅法 <2019年度公開予定＞ 1/9
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シート１ CO2排出量の現状把握

１ 地⽅公共団体の区域全体の排出量(標準的⼿法)

１）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 2005年度

２）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 2013年度

３）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 最新年度

４）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化

５）部⾨・分野別指標の推移（廃棄物のみ排出量の推移）

６）部⾨・分野別構成⽐の⽐較（都道府県平均及び全国平均）

シート２ 再⽣可能エネルギー導⼊状況

１ 地⽅公共団体の再⽣可能エネルギー導⼊状況

１）区域の再⽣可能エネルギーの導⼊容量

２）区域の再⽣可能エネルギーの導⼊容量累積の経年変化

３）区域の太陽光発電(10kW未満)設備の導⼊容量累積の経年変化

４）地⽅公共団体の対消費電⼒FIT導⼊⽐

２ 他の地⽅公共団体との再⽣可能エネルギーの導⼊容量の⽐較

１）再⽣可能エネルギー導⼊割合の⽐較（都道府県及び全国平均）

※更なる詳細はカルテ簡易版の説明資料（下記参照）をご覧ください。

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/data/karte/karte2.pdf

ツール類 STEP1

カルテ簡易版からわかること（⼈⼝10万⼈未満の市町村向け）

⾃治体排出量カルテの活⽤⽅法 <2019年度公開予定＞ 2/9
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政策策定のための補助資料として活⽤ 環境コミュニケーションツールとして活⽤

◎ 定量データを、グラフにより視覚的に得ることが可能

○ 複数の⽂献からの統計情報が包括的に整理されている

○ 全国・都道府県や他の地⽅公共団体との⽐較を⾏うことが可能

○ 必要なグラフのみを選んで編集・利⽤することが容易

○ 誰でもダウンロードでき、⼀般市⺠とも情報の共有が容易

ツール類 STEP1

⾃治体排出量カルテ利⽤のメリット
⾃治体排出量カルテの活⽤⽅法 <2019年度公開予定＞ 3/9



活⽤イメージ 政策策定のための補助資料〜 直近年度の部⾨別の排出量を⽤いた政策検討 〜

22区域施策編 策定・実施マニュアル 算定⼿法編 関連箇所：208~234ページ

例えば、製造業部⾨の排出量⽐率が⾼い地⽅公共団体の場合、製造業部⾨の施策を優先的に検討するこ
とが有効と考えられます。

３）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成28年度（2016年度）
平成28年度

排出量
(t-CO2)

合  計  1,049 100%
産業部⾨ 682 65%

製造業 671 64%
建設業・鉱業 5 1%
農林⽔産業 6 1%

業務その他部⾨ 132 13%
家庭部⾨ 80 8%
運輸部⾨ 146 14%

⾃動⾞ 142 14%
旅客 74 7%
貨物 68 6%

鉄道 5 0%
船舶 0 0%

廃棄物分野（⼀般廃棄物） 8 1%

構成⽐
廃棄物分野（⼀般廃棄物）

1%
部⾨

産業部⾨

65%

業務その他部⾨

12%

家庭部⾨

8%

運輸部⾨

14%

製造業

建設業・鉱業

農林⽔産業

業務その他部⾨

家庭部⾨

⾃動⾞

鉄道

船舶

⼀般廃棄物

内側（内訳）凡例

製造業部⾨の排出量⽐率が
⾼い
↓
製造業部⾨の施策を優先的に
検討する

ツール類 STEP1
⾃治体排出量カルテの活⽤⽅法 <2019年度公開予定＞ 4/9



活⽤イメージ 政策策定のための補助資料〜 部⾨別排出量の経年推移を⽤いた政策検討 〜

23

例えば業務その他部⾨の排出量は増加傾向、活動量である従業者数は横ばい傾向である場合、業務部⾨
の活動量増加以外に要因がある可能性が⾼い等、削減の要因分析に活⽤できます。

４）部⾨・分野別の温室効果ガス（CO2）排出量の経年変化

（千t-CO2）
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産業部⾨

業務その他部⾨

家庭部⾨

運輸部⾨

廃棄物分野（⼀般廃棄物）

業務その他部⾨の排出量は増
加傾向、活動量である従業者
数は横ばい傾向
↓
業務部⾨の活動量増加以外に
要因がある可能性が⾼い

Ex.)電⼒排出係数の増⼤ 等

区域施策編 策定・実施マニュアル 算定⼿法編 関連箇所：208~234ページ

ツール類 STEP1
⾃治体排出量カルテの活⽤⽅法 <2019年度公開予定＞ 5/9



活⽤イメージ 政策策定のための補助資料〜 現在趨勢ケースの算定を通じた政策検討 〜

24

〇 ⾃治体の排出量の経年推移のグラフと活動量の推移を利⽤することで、⾃治体が将来排出量の現状趨
勢ケース(BaU)の算定に際し、有効に活⽤する事が可能です。

区域施策編 策定・実施マニュアル 算定⼿法編 関連箇所：211~217ページ

３）排出量の部⾨・分野別構成⽐ 平成28年度（2016年度）
廃棄物分野（⼀般廃棄物）

1%

産業部⾨

65%

業務その他部⾨

12%

家庭部⾨

8%

運輸部⾨

14%

製造業

建設業・鉱業

農林⽔産業

業務その他部⾨

家庭部⾨

⾃動⾞

鉄道

船舶

⼀般廃棄物

内側（内訳）凡例

⾃治体排出量カルテの値を利⽤

将来の活動量推移を想定する

ツール類 STEP1
⾃治体排出量カルテの活⽤⽅法 <2019年度公開予定＞ 6/9



活⽤イメージ 政策策定のための補助資料〜 再⽣可能エネルギー導⼊促進に係る政策検討 〜

25

例えば⾃治体の再⽣可能エネルギー導⼊量のついて、特に対消費電⼒FIT導⼊⽐（≒地域の再エネ⾃給
率）に着⽬し、伸び率が鈍化している場合は、再⽣可能エネルギー導⼊促進に向けた施策の加速を検討する
ことが有効と考えられます。

⾃治体の再⽣可能エネルギー導⼊量の推
移を確認可能
↓
特に対消費電⼒FIT導⼊⽐（≒地域の
再エネ⾃給率）に着⽬し、伸び率が鈍化
している場合は、再⽣可能エネルギー導⼊
促進に向けた施策の加速を検討する

属する都道府県や全国の平均と
⽐較し、⾃治体の再⽣可能エネ
ルギーの利⽤特性を把握する

ツール類 STEP1
⾃治体排出量カルテの活⽤⽅法 <2019年度公開予定＞ 7/9



活⽤イメージ 政策策定のための補助資料〜 特定事業所に係る政策検討 〜
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26

〇 例えば１事業所当たりの排出量が増加傾向にある場合、その部⾨の特定事業所への省エネ導⼊促進等、
施策を優先的に検討することが考えられます。

特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（業務その他部⾨)特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（産業部⾨）

特定事業所数及び１事業所当たりの排出量推移（エネルギー転換部⾨）
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箇所 千t-CO2

産業・業務部⾨に⽐べ、エネルギー転換部⾨
の１事業所当たりの排出量が増加傾向
↓
エネルギー転換部⾨の特定事業所への省エネ
導⼊促進等、施策を優先的に検討する

区域施策編 策定・実施マニュアル 算定⼿法編 関連箇所：38, 66, 136ページ

ツール類 STEP1
⾃治体排出量カルテの活⽤⽅法 <2019年度公開予定＞ 8/9
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〇 ⾃治体排出量カルテは、視覚的に捉えられるグラフを豊富に⽤いた資料であることから、政策検討の段階で
担当者が上司や関係部署への説明に活⽤できます。そのほか、市⺠への広報や環境教育の場などでも活⽤す
ることができます。

活⽤イメージ コミュニケーションツール〜 政策決定者、市⺠の環境コミュニケーションツールとして 〜

ツール類 STEP1

⾃治体ホームページ
パンフレット等の補助
資料として

政策策定の庁内
調整資料として

環境・社会科教
育の題材として

政策
担当者 市⺠

政策
決定者 市⺠

⾃治体排出量カルテの活⽤⽅法 <2019年度公開予定＞ 9/9



各種ツールの概要

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（本編）

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（事例集）

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（算定⼿法編）

策定・運⽤時に必要な算定⽅法

事例

地球温暖化対策計画書制度等
導⼊ガイドライン

ツ
␗
ル
類

STEP１

STEP2

STEP3

温室効果ガス排出量の現況推計に活⽤可能なツール類

温室効果ガス排出量の削減⽬標値の設定に活⽤可能なツール類

対策・施策の⽴案に活⽤可能なツール類

○現況推計データ・ツール: 【データ】部⾨別CO2排出量の現況推計（平成31年3⽉）
【データ】運輸部⾨（⾃動⾞）CO2排出量推計データ（平成31年3⽉）
【ツール】積上法による排出量算定⽀援ツール（平成27年3⽉）

○現況推計の分析データ・独⾃⼿法事例:【データ】⾃治体排出量カルテ（平成31年3⽉）
【参考】⾃治体排出量カルテ解説資料

【ツール】「区域施策編」⽬標設定・進捗管理⽀援ツール（平成28年３⽉）

【技術】技術動向及び環境省技術実証事業成果のまとめ(平成27年3⽉)
【事例】地⽅⾃治体の地域エネルギー政策推進に向けた取組状況について(報告)(平成27年3⽉)
【事例】過去の調査結果等

28

マ
ニ
⑃
ア
ル
類



29

項⽬ 説明
本ツールの
意義

温室効果ガス排出量の現況推計結果から、温室効果ガス排出削減⽬標の設定を
⽀援。

課題解決
の例

区域の温室効果ガス削減⽬標の設定や、対策・施策の進捗管理シートの作成が
できる。

ツールイメージ

ツール類 STEP2
区域施策編 ⽬標設定・進捗管理⽀援ツール



各種ツールの概要

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（本編）

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（事例集）

地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）
策定・実施マニュアル（算定⼿法編）

策定・運⽤時に必要な算定⽅法

事例

地球温暖化対策計画書制度等
導⼊ガイドライン

ツ
␗
ル
類

STEP１

STEP2

STEP3

温室効果ガス排出量の現況推計に活⽤可能なツール類

温室効果ガス排出量の削減⽬標値の設定に活⽤可能なツール類

対策・施策の⽴案に活⽤可能なツール類

○現況推計データ・ツール: 【データ】部⾨別CO2排出量の現況推計（平成31年3⽉）
【データ】運輸部⾨（⾃動⾞）CO2排出量推計データ（平成31年3⽉）
【ツール】積上法による排出量算定⽀援ツール（平成27年3⽉）

○現況推計の分析データ・独⾃⼿法事例:【データ】⾃治体排出量カルテ（平成31年3⽉）
【参考】⾃治体排出量カルテ解説資料

【ツール】「区域施策編」⽬標設定・進捗管理⽀援ツール（平成28年３⽉）

【技術】技術動向及び環境省技術実証事業成果のまとめ(平成27年3⽉)
【事例】地⽅⾃治体の地域エネルギー政策推進に向けた取組状況について(報告)(平成27年3⽉)
【事例】過去の調査結果等
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項⽬ 説明
本ツールの
意義

再エネ・省エネ技術等の技術動向、環境省が実施した過去の技術実証成果を整
理。

課題解決
の例

排出削減の実施に資する技術やそれぞれの特性が分かる。

資料イメージ

ツール類 STEP3
【技術】技術動向及び環境省技術実証事業成果のまとめ(平成27年3⽉)
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項⽬ 説明
本ツールの
意義

全国の地⽅⾃治体を対象に実施した地域エネルギー政策に関するアンケート調
査・ヒアリング調査の結果等を掲載。

課題解決
の例

どのくらいの地域が、どのような⽬的で地域エネルギー政策に取組み、どのような課
題認識を持っているのかや、その課題解決の⽅向性や地域エネルギー政策のある
べき姿と、そこでの地⽅⾃治体の関わり⽅などが分かる。

資料イメージ（掲載例）

ツール類 STEP3
【事例】地⽅⾃治体の地域エネルギー政策推進に向けた取組状況について(平成27年3⽉)


